労働力としての被養育者と内生的出生力 by 佐々木 啓介
労働力としての被養育者と内生的出生力
著者 佐々木 啓介
著者別名 Sasaki Keisuke
雑誌名 経済論集
巻 21
号 2
ページ 51-65
発行年 1996-01
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00005432/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
1996年 1月21巻 2号東洋大学「経済論集」
労働力としての被養育者と内生的出生力*
Endogenous Fertility and Children as Labour Force 
介啓木々佐
次
はじゲ〉に
モデルについて
所得，人口の成長率の定常経路について
労働力としての被養育者
おわりに
日
ー???、
???
はじめに1 
本稿では，養育者と被養育者の双方によって家計内部に所得が与えられる簡単な成長モデルを扱
主たる家計所得者以外の家計成員(ここでは若年世代，例えば子供などを考える)が労働力として利つ。
今なお発展途上用きれる現象ti，過去に遡れば現在先進国と呼ばれている国々にも認められたし，
国や一部の文化圏にしばしば観察きれるところである。
彼の該博な知識によって，長期に渡る娃済D.C.North(1981)のr文明史の経済学』をひもとくと，
経済成長そして，「制度」との関わりのなかで鳥轍図さながらにまとめ上げられている。の変遷が，
しかしそこにかなりの紙幅を費やしているのが分かる。と人口成長の関連性を強調したいが故に，
労働力としての被養育者(すなわち各々の社会において完全な労働者と看倣される途上にある若年なカずら，
世代に属する者達)の，それへの影響についてはまったくと言って良いほど触れられていない。西欧の
多くの国々において初等教育制度いわゆる義務教育の導入は多くの場制度史を顧みるまでもなし
*) 本稿の執筆に際して，穐本洋哉氏(東洋大学)より頂いた貴重なコメントが契機となった。ここに記して，感謝の意を表わ
したし、。ただし.本論に在り得る誤謬の責任はすべて筆者に帰するものである。
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合において困難を極め，頓挫あるいは挫折することがままあったし一部の国々では今なおそうで
ある。このとき i若年世代としての被養育者は，次世代を担う者として期待されるとともに，現在
の労働力と看1放されている」という視点が重要になるのは明らかであり，まさに前述したような史
実はこの証左でもある。このことはD.C.Northの前掲書の論旨においても，経済発展に関する人口
成長の重要性と相まってやはり重要な要因であると，私は考える。彼の博覧強記と強い主張にもか
かわらず，このような視点がそこに見当たらないのは不思議で、ある。
また彼i土、 Solow(1956)などの成長モテボルに難色を示しており，人口成長率などが外生的であるこ
とを批判している。確かに， Solow以降の成長モデルの多くは，幾つかの重要な指標(たとえば，技
術進歩や人口成長など)を所与のものとして取り扱って来た。その後，例えば技術進歩などを内生的に
扱う試みがなされ，代表的なものとして， Romer(1986， 1987)， Lucas(1988)などが採り上げ‘られる
ことが多い。また，人口成長率を内生的に取り扱う試みはRazin& Ben-Zion(1975)， Razin & Yuen 
(1995)などで行なわれているが，本稿のモデルは， Willis(1986)， WeiJ(1989)， Saint-PauJ(1992)， 
Bertola (1993)などを基本的な枠組みとしているものの，養育される者ないしは若年世代の労働力を
明示的に(explicitly)考章、している点にある。家計内において，次期には家計を持ち養育者になるであ
ろう被養育者を労働力と看倣すことは，経済成長にどのような影響を及ぼすであろうか。本稿の主
旨は，この点について若干の分析を加えることにある。
次節ではモデルの基本的な説明を行ない，第 3節では諸関数を特定化し定常状態での諸変数の導
出を試みる。第 4節では，被養育者の労働力が長期的な経済成長にどのような影響を及ぽすか考察
されている。そして最終節では，結果の要約と今後の課題が述べられている。
2 モデルについて
各期の効用Uは消費Ctと家計数爪から成 1)，各々の増加に対し限界効用は逓減するものとする
(δU/δc>O，δU/δW>O，δ'U/δc'<O，ゲU/δN'<O)。つまり，何れの世代も消費水準の増大はもち
ろんのこと，各家計の消費量が変わらない限り，それを享受する家計数が多い方を好むことになる。
換言すれば.この経済主体は自分の子孫に対し利他的な(altruistic1側面を持っているということで
ある。初期の意思決定者は(ここでは， P'書好が同質な(identical)多数の家計から形成きれている経済を仮定し
ており，初期時点での人口規模の下で，代表的な家計をひとつ選ぴ出している)，このような各期の家計の効
用を無限期間に渡り考慮すると仮定しよう 1)。このとき，総効用は次式のようになる九
1 )簡単化のために，初期の意思決定者は無限期間に渡り効用を考慮すると仮定したが，例えば有限期間の生存を許された各期
の経済主体(agent)が次世代の子孫を考慮すると仮定しでも，ほとんど変わらぬ結果が得られる。詳細はBarro(198)を参照
のこと。
2 )ここでは，家計内 1人当りの消費水準ではなく，家計全体の消費水準によって効用が変わると仮定している。
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(1) 九ニヱU(t，ctoNt)• 
また，各期における家計数すなわち人口の増加は各期内の養育時間を必要とし，各期内の利用可
能時聞の制約から，この総養育時間開は総労働時間ltの減少関数で、あると考える (m;Ut)<0)。要す
るに，出生率の上昇は，休職から発生する機会費用により期間内の総所得を減少させることで可能
になる。また，本稿の主旨を失うことなし各期内に出生した者は 1期日は被養育者として 2期
目は養育者として2期聞の生存が保証されるものとする3)。従って，人口の増分は以下の遷移式によ
って表わされる。
(2) N.削 -Ntニf(mt(lt)，Nt) =f(lt.Nt). 
次に，この意思決定者が直面している予算の制約について考えて見ょう。初期の総資産をW，各
期の利子率をηとし，若年世代に属する者(たとえば，子供)の実質賃金をωC.I' 家計を持つ者のそれ
をWA.Iとする。ここで言う若年世代ないし子供とは，この期間内に出生し労働力として利用される
者を指している。以下，本稿では無駄な混乱を避けるために，前者を被養育者と呼び，後者を養育
者と呼ぶことにする。このとき各期の養育者は，労働時間と賃金率から得られる自分の所得と被養
育者の労働から得られる所得との総和を手にする。したがって，養育者の労働時間Lの上昇は養育者
による所得を増大させるが，被養育者による所得を減少きせるので，その総所得の増減は双方の実
質賃金によって決まる。そして，各期に獲得する総所得の一部を蓄えるならば，それと資産の合計
が次期の利子率T削により増加すると仮定する。このとき，無限期間に渡る予算制約式は以下のよう
になる。
ω w+主[{崎t凡 1/凡)+叫 t1t-Ct}叫(1+九十J-1J
二 w+主[{ω'C.t(f (川)+ Nt) + (wA.t1tー の)州立(1+ r T+l)-1 
初期の意思決定者は，出生力を決定する(2)式と長期に渡る資産の制約条件(3)式を考慮し， (1)式の
無限期間の効用の最大化を図る。ここで，消費と労働時間(したがって，養育時間)は操作変数(control
variable)であり，家計数(以下では，この家計数の増減を人口の増減と見なすことにする。したがって，人口
3)本稿の論旨から各期に出生した人々 の死亡率を無視しているが(つまり 2期間を通して，その世代の人口は変化しなL、)，
生存が多期間に渡り，各期の死亡率が一定であると仮定しでも次世代への移転があれば本質的には本稿の分析とほとんど変
わらない。 Sasaki(1994)てすま，このような仮定の下で分析が試みられている。
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成長率は家計数の成長率である)は状態変数(statevariable)になっている。これは次のような最大化問題
に帰着する。
(4) Max~ U(t， CtoNt) S. t .Nt+l-Nt二 j(ltoNt)， 
~."'.∞ f ニO
N" ∞ 
w+主[札げ(ltoNt) + Nt) +札It-ct)Nt)声。(1十九十1)-1]三0
きらに現在価値ハミルトニアン(presentvalue Hamiltonian)を次式のように定義する。ただし，ラ
グランジュ乗数んは共役変数(costatevariable)と呼ばれ，これは新たに加わる人口の限界価値を表わ
しているので t期における人口増加分の潜在価格(shadowprice)と考えることができる。
(5) H (ctoNt，lt，ん)=U(t，Ct.Nt) +λJ(lt.Nt) . 
したがって，このハミルトニアンの意味は明解で、あり，次のように説明できる。仮にt期の消費量
が増加したとすると，人口増加率が減少(あるいは増大)するが，t期の効用は増加する。このとき，
ラグランジュ乗数んは効用で測った人口の単位価値であり，これと人口増分の積はこの家計におけ
る人口の効用価値になる。したがって，現在価値ハミルトニアンはt期の人口と消費，それに加わる
新たな人口の効用で測った総所得になっている。これが全ての期において最適になれば，無限期間
の総効用%も最適になっている。
ここで，各期の利子率ηの流列を所与とすると，各期の消費，労働時間そして人口(家計数)の最
適解の流列である{C;:t=O，…，∞}， U;: t=O，…，∞}， {N;: t=O，…，∞}に関して，ラグランジ
ュ乗数であるφ・(三0)と {λ;:t=O，…，∞}が存在して，以下の条件を必ず満たしているぺ
δ'H . ~ __~ _~~， __~_I 
(NC-IA) τ一 (c;，N;，I;，λf) rNfE。(l+九十1)-1
dCt 
λu I 
=三ニ(t，c;，Nn -4>*N; n (l十円+1)一1=0.
dCt ，=0 
(NC-IB) ~~ (c; ，Nt ，1;λn+φイ(ωct2L(ff，Nf)+ω'A，tN n l i:r(l + r r+1)一1δlt '-'c ..! J"[ '1"，[ / 'Y L ''''L-.' al
t 
¥"t ..! f <v"'.t1.C.... l I Jt~ 
4 )ここでは，上の最適解において，人口増加を決定する遷移式と予算制約式が動学問題の正規条件を満たしていると仮定して
いる。また，横断条件(transversalitycondition)はliml，=lのとき満たきれている。離散モデルの横断条件についてはWeitz・
t→∞ man(1973)を参照。
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if 1， * ~ T * ¥ I ..... r I aj f 7 * .， ，. * ¥ ， . .-'" ¥ l 
=λf云(lt . N t) + o *l (WCτut.Nt)加川)J旦(1十日)ーI二 O
• __~ aH 
(NC-2A) Nt+l-Nt=一一一(ct.Nt .lt .At) =f(lt .Nt). 
δλt 
aH (_ * J¥ T * 1 * ，* ¥ . *I r af 1. * > T *' ， ，1 ， ，* * 1 (NC-2B)λt+l-At = 一一(ct.Nt，lt.An一φ山一一(lt，Nt)+ll+ω'A.t1t-ctfδ'N
t 
''-'"' '.''-tl 'f' lwC.tLant \'t ，1V l'~JTWA.t t-C  
*本本 δifI 7 * J¥ T * ¥ ， . I r af 1.. > T • ， •， 1 I (1 + rけ 1)-1二 一一一(t，ct.Nt)一λ一一一(lt，Nn一φぺwc.tl:J(l，* ，Nt*) +11 δ'Nt ，，l- ，L't/ '^tδINt ¥' H t J 'f' l CLδnt 」
+WA.t1t'本'-cげ，*}壮叫立骨(仕1十y九~τ什+1)-1
きて，ここで生産条件が確定すれば上記の経済主体である家計が直面する各実質賃金WC . t• WA1・
が得られ，各変数の定常状態が定まる。次節ではこの生産条件をモデル化するが，この場合上式の
結果から得られる含意はかなり不明瞭なものになる 5)。このような理由から，次節では前述の効用関
数(1)式と遷移式(2)を特定化L.さらに立ち入った分析を試みる。
3 所得，人口の成長率の定常経路について
ここで，定常状態(steadystate)での各操作変数と状態変数を調べるために，各関数を特定化する。
簡単化のために，消費と家計数に関する効用関数はコブ・タ。グラス型であるとしよう。この仮定に
より，総効用は，消費水準の効用とその世代における家計数(前期の子供)の効用，両者の積で表わ
きれ，他者を考慮する利他関数(altruisticfunction)と消費の効用関数はσの値(ただし.0<σ<1)によ
り変わる。要するに，この経済主体は，当該期において消費水準と子供の数のどちらをより重視す
るのか， σの値により決定されていることになる。 β(ただし， 0<β<1)は各期の効用の割引因子であ
り，この主体は現在を最も重視し，遠い将来の世代ほど効用の重み付けが減少する。もちろん，こ
のβの値によって定常経路は異なったものになる。通常，割引因子の増大は将来をより重視させるこ
とになり，それによる貯蓄(すなわち投資)の増加は資本の蓄積を促すことになる。
(6) 九 (t ， ct ， Nt ) 三玉β切 (ct ， Nt ) 二主βtc~N/ σ
このとき，養育者のペアは利用可能時聞を 1単位与えられており，これが期内の総労働時間Lと総
5)ただし.世代間の効用割引を表わす条件dU/δ(<0などの影響は明確である。
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養育時間mttこ振り分けられるものとする6)。
(7) lt+mt=l. 
前節で述べたように，出生率が上で定義された養育時聞の単調増加関数であり，限界的に減少す
ることを考慮、し，遷移式(2)すなわち人口(家計数)の各期の増分は次式で表わされるとしよう。
(8) j(lt>M)三 (m1/θ一1)Nt= [(1-1t)P/ 0-1 ] Nt. 
このとき，人口増加率(Nt+tIN，)は (m1Ie)(ただし.0<ρ<1. o<e<l)となり，それを図示する
と，以下の図 1のようになり，人口増加(減少)に必要な期間内の総養育時間mtは逓増(逓減)して
いる8)。
街単化のために，ここで被養育者と養育者の単位時間当りの実質賃金を各々 WC.I二戸Vt，WA.I二Wt
とする7)。養育者は次世代の出生に関し期内の総養育時間を必要とするために，労働時間Lの影響を
受けるが，被養育者は来期になるまで次世代の出生は無理で、あると想定しているので，期内での総
労働時聞は一定で，その実質賃金がWC.t二戸V，と仮定している。このとき， (1)式と(2)式を各々(6)式，
(8)式のように定義すると，前節の各必要条件は以下のようになる。
ロlt
mLJ 
??
。
図1 総養育時間と出生率
6) ここでは，家計内の人口増分をある種の家計内生産と看倣すことも可能でーある。この点の詳細については，時間配分と家庭
内生産について分析を行なったBecker(1965)あるいはWeil(l989)を参照きれたい。
7 )この仮定より，間'c，/Wr=YでAあり，養育者に対する被養育者の実質賃金の比率yについては，生産関数の箇所で詳述する。
8) したがって.Gn= 1のとき養育者のベアは期首に 2人の子供を持つことになる。
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(NC-1a)βt配 r-1N;"-φ旦(1+ r T+I)-l二 O.
(NC-1b) λ州 W 一糾(1一γ州一1/付。(l+rdl)-l
(NC-2a) Nt+1 -Nt= { (l-lt)p/ 8-1} Nt. 
(NC-2b) 1tm'!/θー んl+st(l σ) cfN;"+φ(叫 (γm't/θ+1 m)-Q1(l十九J
(NC-1a)と (NC-1b)そして (NC-2b)を利用すると，t期の消費量， [期と[-1期の総養育時間，
そして実質賃金率の関係が以下のように定まる。
ω(1+子mt)-(認す γ)(苛た)+ (弓~)去=0
定常経路上ではmt=mt+l二両であり，このとき(8)式より人口成長率(Nt+1/Nt)も一定になるので，
これを仏で表わし，賃金率の成長率叫+l/Wt を Gw• t とすると，次式が得られる。
(1川1干 (8Gn)1小(告三一γ)(岩)+ (乎)去=0
次に生産面から考えて見る。各生産組織の生産関数は，標準的なコブニダグラス型(れ=AtK~V-t)
で，かつ同一であり， Romer(1986)に従い，この経済には外部性が存在すると仮定する。このとき 1
家計当りの資本ストックと総生産量を各々 (Kt/凡)=ん (Yt/Nt)二九とし(断わらない限り，以下では
生産量その他の小文字での表記は 1家計当りを表わす)，養育者のt期の生産量をYA.t=akt(l-mt)，被養育
者のそれをYc.t=aktγ(N，削 /Nt)とすると 9}，総生産量は人口の構成比率と 1家計当りの資本ストッ
クによって以下のように決定される。
(11)巴=Yc.t十 YA.t=α(払/N，){γN山 +(l-mt)N，}.
また，見通しを良くするためにSaint-PauI (1993)に従い，各生産組織が完全競争的に実質賃金，
9)ここでは.外部性の影響を受ける生産関数が資本ストックと労働量からなると仮定しているが，Sasaki(1994)で試みたよう
に資本ストソクの影響のみを仮定しでも，本稿の論旨を必ずしも損なう分けではない。
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利子率を決定すると仮定すると，生産物の配分率は一定になるので，資本減耗率δを考慮すると，以
下の(12)，(13)式によって実質賃金率ならびに利子率が決定きれる。
(12) Wt 
(I一α)(Yc.t+九 f一δKt)
γNt+l + (1-mt) Nt 
(1αl{α(γGn，t+ 1-mt) -o}ム
yGt+l+1-mt 
(ゆ η=α(Yc.t+YA.t-oKt)/ Kt=α(α(γGn，t+1-mt) -o}. 
上の(13)式より，定常状態における人口成長率は一定になるので，そのときの利子率は Yt二 fとなっ
ている。またt期の生産物は各家計によって期内に総消費Ctと総投資It'二分けられるものとする。
(14) Yt= Yc.t+ YA.t=Ct+lt 
このとき，来期の 1家計当りの資本ストックk川 (Kt+l/Nt+1)は，前述の減耗率δを利用すると，以
下のようになる。
(ゆ (ι+JNt+1) Nt+l二 {(ft!川)+ (l-o) (Kt/Nt) }Nt 
(1)， (12)， (14)，そして(15)の各式より次式(16)が得られる。ただし，ここでは(12)式より Gw.t=Gk，tが成立
している。
/ δ¥ { 
(16) (1 α)い-γGn，t十1-m
t
) Ct={α(γG附十1-mt)十1-o-Gkん t}Wt・
上式と(10)式ならびに(13)式より，以下のように，定常状態における人口成長率Gと賃金成長率G即の
関係が導出できる。
。(ト2σ(α(爪 +1一(8Gn)山 1-o-Gk.tGn 
つ7一) (h )( α 巾印n+刊1-(悌必瓜:n)1/川)戸戸川1ν凶州/午ρ
(晦宰害2乙~川寸イ吋引γけ引){川(い1吋凶ル川n+1刊 附)山ψμ仇ル/川ぬルGι午即「=
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また， (NC-1a) より次の(17)式が得られ，消費の成長率(Ct+l/Ct) = GCは一定になるので，(18)式が得
られ，これより定常状態において経済成長率が一定になることが確認できる。
(ゆ !1E(cn+I/ら)1σ(Nn+1川 )σ ニ (Gc)1-"-(Gn)σ=β{1 +α[a (γGn+1-(θGn)l/ρ) -OJ} 
(ゆ)ら=(l/Gn)σ/1ヤ[1十α(α(γGn+1-(8Gn)吋 δ)] p/l-"-
他方，各期の貯蓄率はらニ (It-oKt)/(Yc.t+YA . t 一 δ~K) なので Gn， t 二 Gn と Gk，t=Gy二 Gc より，
(18)式から定常状態での貯蓄率5は(20)式のように与えられている。
( G~-2aß[ 1 +α(α(γGn+ 1-(8Gn) 1/ρ)-o) J}ν1σー 1
(20) s二
α(γGn十1-(θGn)1竹 s
きて，ここで'(12)式より G町二Gk，(11)式より Gk二G少なので(17)式のG却をGytこ置き換えると，それは/
(Gy， Gn) =0となり，これは生産物の成長率と人口成長率の関係を示している。また， (19)式よりら二
g(Gn)なので，これら 2式より定常状態での2つの成長率(Gn*，Gy*)が求められる。
これは，生産関数の線形性と配分率一定の仮定の下で行なわれる分析結果(たとえは‘， Razin(1994) 
など)と，幾分異なったものになっている。なぜならば本稿のモデルでは，若年世代は次期に養育者
に変わるものの今期は家計内の被養育者として幾分かの労働力を提供すると仮定しているので，こ
れにより同一期内で養育者のみならず被養育者の所得も家計内部に発生するからである。 (1札制式
から直ちにわかるように，この労働力としての被養育者の存在は，生産物の配分率が固定されてい
ても人口増加(あるいは減少)を通じて実質賃金率や利子率に影響を与える。したがって，各パラメ
ータの変化に対し(17)式と(19)式より得られる結果はより複雑なものになっている。このときの定常状
態における 2つの成長率とは非常に繁雑な解になるが，いくつかのパラメータを固定することによ
り凡その結果が得られる。次節では，各パラメータの変化が各成長率に与える影響について調べて
みる。
4 労働力としての被養育者
ここではパラメータの一部を固定することにより，いくつかのケースを調べて見る。まず最初に，
消費水準と家計数が効用に同様の効果をもっ， σ=1/2であると仮定する。このケースにおいては，
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効用がCtNtによって決定されている。またNtU(Ct)を仮定すると(たとえば，NtC~， 0<σ<1)， (5)式
の総効用関数は，いわゆる「最大多数の最大幸福」を唱えた].ベンサムの社会厚生関数になってい
る10)。このとき， (16)式と(18)式を利用すると，定常状態での人口成長率は，次の式(21)によって決定される c
。1) β2(1 +8叫){1 +α[α(1十γGn一向。 δ] }-Gn(282G~-γ) =0. 
上式によって決定される仏は，配分率αあるいは被養育者の労働効率を表わすγによって，以下の
ような影響を受ける。
(性質1-i ) 
dGn aj / aj (2) ーで一=一一一/ーで
dγδγ/θ6 
(性質トi) 
ゲ /δ/(23) 一一一二一一一/ ~J~ 
da aα/δ(;n 
G:n{l+aαβ2(1+82G~) } 
6θ2G~-γ_ß2{ ωγ+θ2Gn [ 2-(α(2δ+3aγGn-4a8叫)] } 
β2 (1 +θ2G~){a(1+γGn-82G~)-Ô} 
6θ叫一γ一β2{aay+θ2Gn[2-(α(2o+3aγGn-4σθ叫)J} . 
各パラメータは， γ，α，8 ， β• o E (0. 1)なので，多くの場合，dGn/dγ. dGn/α>0となる。
以下の図 2-1と図 2-2は，養育の効率性を表わすθの変化に対してGm γ，αの関係がとーのように変
わるのか示したものである。この図には，所与のγ，αに対し， θの減少により定常状態でのGnが上
昇する様子が描カ通れている。。の減少は養育(つまり人口増加)のために発生する機会費用を減少させ
るので，各期の効用関数が同じ限り人口成長率を上昇させることになる。また，このときの家計の
所得成長率らと Gnの関係は，(18)式より次の図 3-1と図 3-2のようになっている。
ここでは，パラメータの値に関わらず，dGy/dGn<Oが満たされている 11)。この図 3-1と図 3-2あ
るいは凶， (23)式により， αの増加は人口成長率Gnと経済成長率Gyをともに上昇させることがわか
る。これは， αの増加により各期の利子率の上昇が発生し，それが資本蓄積を促進するからであり，
また同時に投資を増大させるので¥これが各期の 1家計当りの資産を上昇きせ，出生力を引き上げ
ている。
しかしながら，これらは，家計内についての各々の成長率を示したものである c 仮に，Gyが高水
10)詳しくは， Razin & Yuen(1995)の分析を参照のこと。
11)これより，このモデルにおける人口成長率と経済成長率の関係がトレー ド・オフにあることがわかる。
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図2-18=0.5のケース
(ただし， σ=0.5，ρ二 0.5，β=0.5，
a二1.5，o=O.l) 
図3-1 α=0.3のケース
(ただし， σ=0.5，ρ=0.5，β=0.5，
α二1.5，δ=0.1， 8=0.3) 
図2-2 θ=0.3のケース
(ただし， σ二 0.5，ρ=0.5，β=0.5，
a = 1.5， o=O.l) 
図3-2 a=0.7のケース
(ただし， σ=0.5，ρ=0.5，β=0.5，
α=1.5，δ二 0.1， 8=0.3) 
準にあったとしても，Gnがそれ以上高い状態にあるならば， 1人当りの生活水準の成長率(Gy/Gm
あるいはGc/G，，)は早晩低下することになる。本稿において，経済主体は家計の効用を最適にすると仮
定したので，当然のことながら得られる結果は 1人当り生活水準の最適化を満たしていない。これ
について，直観的な理解を得るために，配分率αH二 0.7とαL=0.3である極端な 2つのケースについ
て，簡単にまとめたものが以下の図4である。
ここで， αLの場合は，実質賃金率の上昇により， αHよりもGnを増加させる傾向があることがわ
かる。そして，モデルの性質から， αLとαHの何れの場合で、も，被養育者の労働効率γの増加はGnと
Gyをともに上昇させる。ここでは，配分率の高低により，被養育者の労働効率γの効果が異なること
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図4 経済成長率と被養育者の労働効率
に注意されたい。配分率が高いαHの場合はγの値が小きくなることて CjCnの値が上昇する。し
かしながら配分率が低いαLの場合は，むしろ逆にγの値を小きくすることでら/Cnを減少させてし
まう。これは，(1)， (12)式を利用することにより定常状態での実質賃金率と利子率が得られ，これら
より説明できる。 αの増減は実質賃金率と利子率に直接影響を与え，これが高くなると，当然のこと
ながら実質賃金率が下落して利子率は上昇する。そしてγの上昇も，やはり同様に利子率を引き上
げ，次世代への移転を促すことになる。
図 4のような状態は，以下の3つのケースの i)に相当している。
(性質2-j ~jjj.) 
i) aH ;手 (C:/は)>0， aL ;手(日/は)>0。γ a'γ
ii)αH 千(C;/は)< 0， a L; ~ (C; /は)>0
aγ aγ 
ii) 〆;手-(C;/は)<0， aL ;手-(C;/は)<0
αγ u'γ 
また，図4におけるαLとαHのケースでは，ともにdCy/dγ>0，dCn/dγ>0であるが，これはσ二
1/2の仮定に強〈依存しており， σ>1/2においては図 4のイのようにC，，(γ)が右下がりのdCj
dy<Oになる以下のようなケースが存在する。
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(性質3-i ~ i) 
i)αL ; dGy/dγ>0， dGn/ dγ>0. 
ii)αH; dGy/dγ<0， dGn/ dγ>0. 
本稿では，教育投資などによる人的資本をまったく考慮、しなかったにもかかわらず，あるケース
においては、 γを最小限にした方が高い経済成長率のみならず l人当りの生活水準さえ高めるとい
う結果が得られる。ここでγ=0とすると，被養育者の労働を禁止した状態になり，ある状態の下で
は各人の効用をより一層高めることになる。しかし，他のケースで'i，むしろγHの方が経済成長率
ないしは 1人当りの生活水準を高めることになる。もちろん，このγには制約はあるが，この家計に
おいてはその上限まで利用する誘因が存在するであろう。
5 おわりに
本稿で得られた結果を簡単に要約したい。労働力としての被養育者の存在は，幾つかの条件の下
で経済成長にまったく異なる効果を与える。特に，生産物の配分率，被養育者の労働効率性，ある
いは養育により発生する機会費用の高低などにより，その影響は異なったものになる。また，一人
当りの生活水準という観点からすれば，被養育者の労働がそれを低めるケースと，逆に高めるケー
スが存在する。したがって，この結果の経済的含意は次のようになる。例えば，被養育者の労働を
規制する何らかの政策ないし法的措置は，幾つかの局面によって異なった効果を生み出すことにな
り，ある社会にとっては望ましい効果が得られるが，場合によっては逆効果になり得る，というこ
とである。このような状況に直面している経済主体が非合理的で‘あれば，何らかの政策を持ってよ
り良い状態に移行させることはむしろ易き事かもしれない。しかしながら低い所得水準に甘んじな
がらも，その出生力は経済合理的で、あるかも知れず，それゆえ難しい課題となっている可能性があ
る。要するに，彼等の経済行動すなわち出生率や次世代への資産移転率などが現在直面している環
境下での最適化の結果であるからこそ，この問題は困難を極めるとも言える。
ある番組のなかで¥まさに当事者であるその国の経済学者が，この手の質問に対して凡そ次のよ
うに返答したと記憶している。「我々の国の経済において，今すぐに子供の労働を禁止したならば間
違いなく大きな混乱を引き起こすことになるでしょう。我々の経済は，決して少なくない彼等の労
働力に頼っているからです。……， もちろん，長期的には，そのような方法が望ましいし，そのよ
うにすべきだと考えています。しかし，それゆえ非常に難しい問題なのです」。そして，このように
答える彼の横を、教室にいるはずの子供達を荷台に乗せたトラックが，朝早くに出発して行った。
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本稿では，幾つかの定常状態について若干の考察を加えたのみで，それらの移行(transition)につ
いて立ち入った分析を試みていない。例えば， Becker & Lewis (1973)は子供の数のみならず質をも
考慮した静学分析を試みており，教育投資すなわち人的資本の蓄積が経済成長に与える効果につい
て考察した論文も多数ある。本稿の主旨から以上の側面は捨象したが，当然のことながらこれらも
合わせて考察する必要がある。とりわけ， Leibenstein(l954)やNelson (1956)にはじまる所得成長と人
口成長の移行に関する議論は，教育投資などから生じる人的資源の問題とも不可分で、あり，経済史
を顧みてもいくつかの要因が重複的に作用しているのがわかる。このような人的資本の側面も明示
的に考慮した分析を，次稿の課題としたい。
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